松浦市離島生活支援船建造事業公募型提案コンペティション実施要領

１．目的
　この要領は、松浦市離島生活支援船建造事業（以下「本事業」という。）の受注事業者を選定するために必要な事項を定めるものとする。

２．事業概要
（１）事業名　
松浦市離島生活支援船建造事業
（２）履行期間
 契約締結の日から令和１０年３月３１日まで
（３）事業内容
別紙「松浦市離島生活支援船建造事業仕様書（以下「仕様書」という。）」のとおり

３．提案上限額
９７，４０９千円（消費税及び地方消費税相当額を含む）
※試運転、引渡し（検査証受領）までの油脂費用等の諸経費を含む。
　※提案上限額を超えての提案は無効とする。

４．参加資格要件
　本公募に参加する者は、本事業の遂行に必要な能力を有し、本公募の公告日において、次
に掲げる要件を全て満たしていなければならない。
（１）松浦市財務規則（平成１８年松浦市規則第３３号)第７４条に規定する松浦市競争入札
参加資格者名簿に登載されていること。登載されていない場合にあっては、次のアからオ
までの書類（３か月以内に発行されたもの、写し可）を参加申込書の提出期限までに提出
し確認を受けていること。
   ア　法人にあっては、履歴事項全部証明書（登記簿謄本）
   イ　商号登記をしている個人にあっては、履歴事項全部証明書（商号登記簿謄本）
　 ウ　商号登記をしていない個人にあっては、身分証明書及び登記されていないことの証明書
　 エ　印鑑（登録）証明書
　 オ　国税、本社所在地における都道府県税及び市町村税の滞納がないことの証明書
（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。
（３）松浦市建設工事等の入札参加資格者指名停止の措置要領（平成１８年訓令第５４号）
に基づく指名停止を受けていないこと。
（４）自己又は自社の役員等が次のいずれにも該当する者でないこと及び次に掲げる者がその
経営に実質的に関与していないこと。
ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号）第
２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 
イ　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 
ウ　暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 
エ　自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 
オ　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 
カ　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 
キ　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
（５）手形交換所による取引停止処分を受けるなど経営状態が著しく不健全でないこと。
（６）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立て、会社更生
法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、破産法（平成１６年
法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立て、会社法（平成１７年法律第８６号）に
基づく清算の開始又は会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１７年
法律第８７号）第６４条の規定による改正前の商法（明治３２年法律第４８号）に基づ
く整理開始の申立て若しくは通告がなされていない者であること。ただし、民事再生法
に基づく再生手続開始の申立て又は 会社更生法に基づく更生手続開始の申立てがなされ
た者であって、再生計画又は更生計画が認可された者を除く。
（７）長崎県内に本社を置く事業所であること。

５．実施スケジュール
	項　　　目
	期限又は時期

	公募及び質問受付開始
（ホームページ掲載）
	令和８年　８月１７日（月)

	参加申込書等の提出期限
	令和８年　８月２８日（金）１６時

	質問書の受付期限
	[bookmark: _GoBack]令和８年　８月２８日（金）１６時

	企画提案書等の提出期限
	令和８年　９月１４日（月）１６時

	プレゼンテーション審査
	令和８年　９月　下旬

	審査結果の通知
	令和８年１０月　上旬



６．参加申込書等の提出について
参加を希望する者は、次の（１）に掲げる書類を提出すること。
（１）提出書類
①　参加申込書（様式第１号）
②　委任状（様式第２号）※代理人を選定した場合
③　事業者概要調書（様式第３号）
④　事業実績調書（様式第４号）
（２）提出方法
事務局（下記１３。以下同じ。）に持参、郵送（当日消印有効）、電子メール又はＦＡ
Ｘで提出すること。
（３）辞退
参加申込書等の提出後に、辞退する場合は、辞退届（様式第５号）を持参又は郵送によ
　　り提出すること。なお、企画提案書等が提出期限までに提出されなかった場合は、辞退さ
　　れたものとみなす。
（４）その他
電子メール又はＦＡＸで参加申込書及び委任状を提出した者は、企画提案書等提出時
　　に原本を提出すること。なお、郵送、電子メール又はＦＡＸにより参加申込書等を受け
　　付けた場合には、事務局から電話確認の連絡を行うので、申込み日翌日から３日（土曜
日、日曜日を除く。）までに連絡が無い場合には事務局に問い合わせること。

７．質問及び回答
（１）質問
質問がある場合は、受付期限までに、事務局あて電子メールにて質問書（様式第６
号）を提出すること。
（２）回答
質問者に対し質問書受付日から起算して、原則５日（土曜日、日曜日を除く。）以内に
回答するものとする。なお、仕様書の変更等全体に係る回答については、参加申込書を
提出した全ての者に回答する。

８　企画提案書等の提出について
　　企画提案は、次の（１）及び（２）に掲げる書類を作成し提出すること。
（１）企画提案書（様式第７号）
①　仕様書の内容を踏まえ、審査基準（下記９（４））における評価項目に応じて分か
　りやすく記載し、印刷物を７部（正本１部、副本６部）提出すること。
②　Ａ４判の大きさで作成し、２０ページ以内にまとめること。必要であれば、Ａ３判
　を折りたたんで使用しても良い。
③　仕様書に記載されていない独自の提案については、その内容が分かるようにタイト
ル等を工夫すること。
④　日本語で表記すること。（専門用語については、必要に応じて用語解説を添付）
⑤　通し番号を振り、目次を付けること。
⑥　企画提案書の著作権は、提案者に帰属する。なお、企画提案書の記載に際し、特許
権など日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっているものを
使用した結果生じた責任は、提案者が負うこととする。
（２）見積書（任意様式）
①　本事業に要する金額の全額を記入すること。
②　積算内容を記載すること。なお、見積金額の表示は、税抜き金額、消費税及び地方
消費税額、合計額を明記すること。
（３）企画提案書等の提出方法
事務局に持参又は郵送（当日消印有効）すること。なお、郵送で企画提案書等を受け付
けた場合には、事務局から電話確認の連絡を行うので、提出日の翌日から３日（土曜日、
日曜日を除く。）までに連絡が無い場合には事務局に問い合わせること。

９．プレゼンテーション審査
　審査は「松浦市離島生活支援船建造事業業者選定委員会」（以下「委員会」という。）におい
て行うものとし、その方法は原則として次のとおりとする。
（１）審査方法
事前に参加者から提出のあった事業者概要調書・事業実績調書、企画提案書、見積書に
よる書類審査と、プレゼンテーションによる企画提案の説明、質疑応答から内容確認を行
い、総合的に審査する。委員会の各委員は審査基準により合計点を算出し、各委員の採点
の合計で得点の高いものから順位付けをし、最高得点の者を最優秀提案者とし、優先交渉
権者に選定する。
なお、１者のみの場合であっても、委員会は審査を実施する。
（２）審査日時
令和８年９月下旬
日時は、事務局から参加者に別途連絡する。
（３）プレゼンテーションによる企画提案説明方法
対面方式またはテレビ会議システム等を活用した遠隔方式で行う。説明時間は、１者
　　５０分以内、質疑２０分程度とする。詳細は、事務局から参加者に別途連絡する。
（４）審査基準
次の項目に基づき、提案事業の実現性及び経済性等について、総合的に審査する。
	審査項目
	評価項目
	評　　価　　内　　容
	配　点

	実施体制
	経営力

	本事業を遂行できる経営状況、規模が十分に備わっているか。
	１０

	
	資格要件等

	本事業を遂行可能な専門的な技術者や設計者等を有し、必要人員を確保できているか。
	１０

	
	事業実績
	過去に同種、類似事業の実績があるか。
	１０

	


企画提案
	知識・精通度

	仕様書に示した内容を十分に満たしているか。
	　１０　

	
	
	耐久性や燃費性能に優れた構造となっているか。
	１０

	
	
	実際の運航に必要な関係法令等の要件を備えた設計がなされているか。
	　５

	
	工程管理

	本事業全体の工程が具体的に示され、かつ実現可能なものとなっているか。
	１０

	
	サポート体制

	引渡し後の定期メンテナンス、故障などの緊急時に対応できる体制が整っているか。
	１０

	
	提案の独自性

	仕様書の項目以外にも今後の使用に際し、効果的、有効的となる積極的な提案がなされているか。また、企画提案書の内容、本市においてメリットとなる将来有効と思われる独自の提案があるか。
	
１５

	建造費用
	見積価格の妥当性
	評価点＝配点×（最低見積価格／見積価格）
※小数点以下切り捨て
	１０

	合　　　計
	１００


（５）審査結果の通知
審査結果については、全ての参加者に文書で通知する。なお、審査の経緯については
公表しない。また、審査結果に対する異議申し立ては受け付けない。
（６）その他
この要領に定めるもののほか、審査に必要となる事項は、委員会が別に定める。

１０．契約
（１）優先交渉権者と本事業に関する詳細について協議の上、地方自治法施行令第１６７条の
２第１項第２号の規定（性質又は目的が競争入札に適しないものをするとき。）により、
予算の範囲内で随意契約を行う。
（２）優先交渉権者との協議が整わず契約の見込みがないときは、次点の参加者と契約に向け
て協議する。

１１．企画提案の無効
次のいずれかに該当する者の企画提案は、無効とする。
（１）参加する資格のない者又は参加資格要件（上記４）を満たさなくなった者
（２）参加申込書及び企画提案書等に虚偽の記載をした者
（３）２件以上の企画提案をした者
（４）提出期限までに参加申込書及び企画提案書等を提出しなかった者
（５）自己のほか、他人の代理人を兼ねて提案した者
（６）２人以上の代理人をした者
（７）企画提案書等について、金額、氏名、印影若しくは重要な文字の誤脱した、又は不明な
提案をした者

１２．その他
（１）本事業の企画提案に要する一切の費用は、応募者の負担とする。
（２）応募者から提出された書類は返却しない。なお、市は提出された書類について本公募以
外の目的で応募者に無断で使用しない。
（３）提出された書類は選定作業等に必要な範囲で複写することがある。
（４）本公募の参加により市から知り得た情報は、他者に漏らしてはならない。
（５）本事業の実施にあたっての見積額については、本市と優先交渉権者で協議の上、協議が
整った場合に再度見積書を求めることがある。

１３．事務局
松浦市役所　政策企画課　市民協働推進室
〒８５９－４５９８　長崎県松浦市志佐町里免３６５
電　話：０９５６-７２-１１１１（内線３１８）
ＦＡＸ：０９５６-７２-１１１５
電子メール：kyoudou@city.matsuura.lg.jp
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